
様式第１号（法人）
令和 ６ 年 月 日

岩手県知事　達 増 拓 也　様

　　１．岩手県内本社所在地 　　２．県　外

営 業 所 名

フリガナ

事 業 者 名

フリガナ

　　※担当者電話番号は日中事務局と連絡が取れる番号を記載願います。

担当者
電話番号

代表者の職

フリガナ

担当者
FAX番号

代表者氏名

フリガナ

２．支援金申請額 円 　※対象従業員数×50,000円

担当者
メールアドレス

１．対象従業員数 人

物価高騰対策賃上げ支援金 申請書兼請求書

物価高騰対策賃上げ支援金の支給を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

担当者氏名

Ｄ．建設業

Ｃ．鉱業、採石業、砂利採取業

Ｂ．漁業

Ａ．農業・林業

業　種

Ｋ．不動産業、

Ｌ．学術研究、専門・技術サービス業

Ｍ．宿泊業、飲食サービス業

Ｎ．生活関連サービス業、娯楽業

Ｏ．教育、学習支援業

Ｐ．医療、福祉

Ｔ．分類不能の産業

Ｑ．複合サービス事業

Ｒ．サービス業(他に分類されないもの)

Ｓ．公務（他に分類されるものを除く）

 ※中小企業基本法
　 第２条第１項に
　 掲げる中小企業者
   の該当する
　 大分類を選択して
   ください。

常時使用する従業員数

Ｊ．金融業、保険業

Ｅ．製造業

Ｉ．卸売業、小売業

Ｈ．運輸業、郵便業

Ｇ．情報通信業

Ｆ．電気・ガス・熱供給・水道業

人

申請者
（法人）
所在地

〒

※番地、建物名、部屋番号等

　※　労働基準法第20条の規定に基づく「予め解雇の予告を
　　　必要とする者」とし、以下①から④に該当しない者の人数
　①　会社役員、個人事業主
　②　日々雇い入れられる者
　③　２ヶ月以内の期間を定めて使用される者
　④　季節的業務に４ヶ月以内の期間を定めて使用される者

都・道

府・県

市・区

町・村


